
為替週間展望＝ドル円は一段高を試す展開か

　　　　　　　　　　［１０月１７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    10 月 10 日～ 10 月 14 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  145.17   147.67(13)    145.17(10)    147.44   +2.19

ユーロ・ドル  0.9745   0.9808(14)    0.9633(13)    0.9787   +0.0043

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    27,090.76      -25.35     日本10年債利回り   0.252    0.000

ダウ平均株価    30,038.72     +741.93     米10年債利回り     3.944   +0.062

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１７日　英１０月ライトムーブ住宅価格　

　　　　日本８月鉱工業生産指数確報値

　　　　米１０月ＮＹ連銀製造業景気指数

１８日　ＮＺ第３四半期消費者物価指数

　　　　中国第３四半期ＧＤＰ

　　　　中国９月鉱工業生産指数、中国９月小売売上高

　　　　独１０月ＺＥＷ景況感指数

　　　　米９月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米８月対米証券投資

１９日　英９月消費者物価指数、英９月生産者物価指数、英９月小売物価指数

　　　　ユーロ圏９月消費者物価指数確報値

　　　　米９月住宅着工・許可件数

　　　　カナダ９月消費者物価指数、カナダ９月鉱工業製品価格

　　　　アジア太平洋経済協力会議（ＡＰＥＣ）財務相会合（２１日まで）

２０日　日本９月貿易収支

　　　　豪９月雇用統計

　　　　独９月生産者物価指数

　　　　ユーロ圏８月経常収支

　　　　米新規失業保険申請件数、米１０月フィラデルフィア連銀景況指数

　　　　米９月中古住宅販売件数、米９月景気先行指数

　　　　欧州連合（ＥＵ）首脳会議（２１日まで）

２１日　ＮＺ９月貿易収支

　　　　日本９月消費者物価指数

　　　　英９月小売売上高

　　　　カナダ８月小売売上高

　　　　全国信用組合大会　鈴木財務相、黒田日銀総裁があいさつ

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ＦＲＢは利上げ姿勢を継続、日銀は緩和姿勢を継続となり、ドル円

は底堅い推移が続きそうだ。一方で介入警戒感もあり、上値は抑えられやすい展開とな

り、こうした中、ドル円は１４３～１４５円台の推移が継続するとした。

　　　　

【ドル円は１４７円台乗せ】

　米国では７日に発表の９月の米雇用統計が堅調な動きを見せたことで、米連邦準備制

度理事会（ＦＲＢ）は今後も積極的な利上げに動くとの見方が広がった。ＦＲＢ高官か

らも今後の積極的な利上げを示唆する発言が出ており、ドル買い円売りの動きにつなが

った。日銀は依然として緩和姿勢を変更する気配は見られず、ドル円の堅調な流れが続

いている。
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　ドル円は９月２２日に１４５．９０まで上昇した後、政府・日銀による円買い介入が

見られたことで、１４５円近辺あるいは、その上の水準では介入警戒感から上値を抑え

られやすくなっていた。そうした中、１２日の東京市場では１４６円を突破した。さら

に同日のＮＹ市場では、ドル円は１４６円台後半までドル高円安が進行した。ただ、今

回は上昇ペースが緩やかだったこともあり、前回の高値をあっさりと更新して、１４６

円台に乗せた。

　　

　注目された１３日発表の９月の米消費者物価指数は前月比＋０．４％（予想＋０．

２％、前回＋０．１％）、前年比＋８．２％（予想＋８．１％、前回＋８．３％）とな

った。コアは前月比＋０．６％（予想＋０．５％、前回＋０．６％）、前年比＋６．

６％（予想＋６．５％、前回＋６．３％）となった。

　　

　市場予想を上回ったことで、ＦＲＢによる積極的な利上げ観測が広がり、米長期金利

が上昇するとともにドル買い円売りの動きが強まった。一時１４７．６７近辺まで上昇

して１９９０年８月以来、およそ３２年ぶりのドル高円安水準を付けた。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチでは次回１１月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）での

０．７５％の利上げ確率は９９．５％程度まで上昇しており、ほぼ確実視されている。

９月時点でのＦＯＭＣでの政策金利見通しでは、今年はあと１．２５％の利上げが見込

まれていて、１１月の会合で０．７５％、１２月の会合で０．５％の利上げがあるとの

見方が広がっていた。ただ、今回の米消費者物価指数の上振れを受けて、１２月の会合

でも０．７５％の利上げに動く確率が６６．８％前後まで上昇している。

　　

　強い米消費者物価指数の結果を受けて、ＦＲＢは一段と利上げ姿勢を強めるとみられ

る。一方で、日銀は緩和姿勢を継続しており、ドル円は上昇基調で推移するとみられ

る。介入警戒感や実際の円買い介入で、ドル円が一時的に下落しても、緩やかに上値を

追う流れは継続するとみられる。ドル円の目先の予想レンジは、１４５．００～１４

９．００円。

　　

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１７日に日本８月鉱工業生産指数確報

値、米１０月ＮＹ連銀製造業景気指数、１８日に米９月鉱工業生産・設備稼働率、米８

月対米証券投資、１９日に米９月住宅着工・許可件数、２０日に日本９月貿易収支、米

新規失業保険申請件数、米１０月フィラデルフィア連銀景況指数、米９月中古住宅販売

件数、米９月景気先行指数、２１日に日本９月消費者物価指数などがある。

　　

【ユーロドルは安値圏での振幅が継続】

　ユーロドルは０．９７００ドル近辺での振幅が継続している。ユーロ圏でのインフレ

率の上昇を背景に欧州中央銀行（ＥＣＢ）による大幅な利上げが見込まれており、これ

はユーロドルの支援材料となる。一方で、ユーロ圏の景気減速への警戒感の高まり、米

国に比べて深刻な景気後退につながるとの見方も根強く、ユーロドルの上値を抑えてい

る。

　　

　ウクライナ情勢ではロシアが強硬な姿勢を崩しておらず、ＥＣＢの利上げ期待だけで

積極的にユーロドルを買い進む材料とはなりにくい。こうした中、ユーロドルは０．９

７００ドル台を中心に安値圏でのもみ合いが継続するとみられる。０．９５台では買い

に支えられやすいものの、１．００００超の水準では上値を抑えられやすくなりそう

だ。ユーロドルの目先の予想レンジは、０．９６００～１．０１００ドル。

　　

　ポンドは英国での政治的な混乱や英中銀（ＢＯＥ）による英国債の緊急買い入れ中止

などを背景に荒れた動きを見せた後、上昇に転じている。１１日に英中銀（ＢＯＥ）の

ベイリー総裁は緊急措置として導入した英国債の購入について、１４日で終了する方針

を示したことで、市場の混乱が警戒されて、ポンド売りの動きにつながった。

　　

　１３日に英国でトラス政権がこれまでの大規模な減税案の見直しに着手したと報じら

れたことでポンドが大きく上昇している。財源なき減税案が英国の財政に悪影響を及ぼ

すとの懸念が後退したことがポンドの上昇につながった。ポンドドルは１０月１２日の

１．０９台前半から１．１３台後半まで上昇している。英国で減税案の見直しが進め

ば、ポンドドルは堅調に推移するとみられる。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．



１０００～１．１６００ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１７日に英１０月ライトムーブ住宅価格、

１８日にＮＺ第３四半期消費者物価指数、中国第３四半期ＧＤＰ、中国９月鉱工業生産

指数、中国９月小売売上高、独１０月ＺＥＷ景況感指数、１９日に英９月消費者物価指

数、英９月生産者物価指数、ユーロ圏９月消費者物価指数確報値、カナダ９月消費者物

価指数、カナダ９月鉱工業製品価格、２０日に豪９月雇用統計、独９月生産者物価指

数、ユーロ圏８月経常収支、２１日にＮＺ９月貿易収支、英９月小売売上高、カナダ８

月小売売上高などがある。
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